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経済学研究 48-4

北海道大学 1999.3

フランスの会計監査役による警告手続

蟹江 章

1.はじめに 行われた警告手続の例を分析し，これが会計監

査役の職務においてどのような意義をもち，い

フランスの企業会計では，経営の継続性(con- かに位置づけられるべきかについて考える。

tinuite de l' exp1oitation)の前提は基本的な会計

慣行(conventioncomptab1e)として位置づけら

れる。年度計算書類(comptesannue1s)は，他

の前提を採用する旨が明示されない限り，経営

の継続性を前提として作成されているとみなさ

れる。決算に際して，被監査企業が活動状態に

あるかどうか，予測可能な将来(avenirprevis-

ib1e) (通常，決算日後1年間)において活動状

態であることを妨げるような事実が存在しない

かどうかが評価されなければならない 1)。

フランスの会計監査役(commissaireaux 

comptes)は，年度計算書類の監査証明(certi宣ca

tion)を行うにあたって，それが経営の継続性

を前提として作成されていることを確かめなけ

ればならない(監査基準S2507)。さらに，被
監査企業の経営危機を予防するために実施され

る「警告手続J(procedure d'a1erte)の観点か
らも経営の継続性に留意することを求められて

いる。

本小稿では，まず，警告手続との関連で経営

の継続性がどのように評価されるかについて検

討する。次いで，会計監査役の職務としての警

告手続が，具体的にどのようなプロセスを経て

実施されるのかについて見る。最後に，実際に

1) Compagnie Nationale des Commissaires aux 
Comptes， Le Commissaire aux Comptes et 1a 
Continuite de l' Exp10itation (Collection Notes d' In-

f01mations No. 8) ，2' ed. ， CNCC Edition， 1996， 

p.12. 

2.警告手続と経営の継続性の評価

会計監査役による警告手続は， 1984年の商事

会社法(loisur 1es soc出escommercia1es)の改

正によって制定されたものである。その後，1994

年にその手順等が一部改訂され今日に至ってい

る。それによれば，会計監査役は，その職務を

実施する際に経営の継続性を損なう恐れのある

事実を発見したときには，これを取締役社長に

伝えるものとされ(第230-1条第1項)2) ，こ

れによって一連の警告手続が開始される。

フランスの監査基準は，これを受けて会計監

査役による警告手続の実施を規定している(S 
352) 3)。

会計監査役による警告手続が具体的にどのよ

うな手順で実施されるのかについては次節で見

ることとし，本節では警告手続にかかわる経営

の継続性の評価について検討する。

2) 1994年の改正以前の規定では，会計監査役が発見し
た事実について取締役社長に「説明jを求めるもの

とされていた。改正によって「事実を伝える」との

表現に変更されているが，両者に実質的な違いはな

いと考えられている(にCompa砲gm肥eNa瓜ti旧on旧凶a剖ledes 
Comn凶I

N陥ot，蜘e目sdσ山'In長ゐ伽3加'nna鈎t訂10叩附'ns】lS N，陥"0.7列)， CNCC Edition， 

1995， p.54.)。
3 )監査基準S352:法の規定を適用して，会計監査役
は，その職務の実施に際して，経営の継続性を損な

う恐れのある事実を発見したときには警告手続を実

施する。
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警告手続は，会計段査役が年度計算書類の証

明という通常'の職務をi遂行する過程で，被監査

企業の経営の継続性会損なうような事実を発見

した場合に実践されるものである。それは，決

算特における経営の継続l~色の許繍を待つことな

仁監査職務のすべての段階において，該当す

る事実が発見された特に箆始怒れなけれぜなら

ない。それゆえ，会計室主資設は，会計撲筒の全

般にわたって被監査企業の経営の継続性に留意

ずるように求められることになる。

1984年の商事会社法の改正では，

同時に，企業の経営危機の兆候

るために，一定の条件を満たす企業に対してい

くつかの書類の作成と会計数査役による務査が

求められることになった

第340-2条〉。

(situation de l'actif reali姶 ble 悲tdisponible， 

valeur母 d'exploitationexclu部， et du passif 

配xi必倒的，予測成果計算書(compt忠告 deresultat 

previsionnel) ，資金計算審(t油le制 dufinance目

ment)および予測資金調法計画(plande fi-

nancement previsionnel)ならびにそれらの分析

(rapport d'analyse)がそれである{以

これらの書類を f予灘番類等jと狩ぶ)。

これら予瀦込書類等に対してf疑

喝

4
ム

(ex叙泌nelimite)と

o 緩定調査とは，主とし

間 lenan設lytique)を実施し，とく

他の適格者との面談を通じ

るという手法をいう

212)。限定調査では，通常の監査と

やや狭い範囲で実施し，これによっ

調斎の対象となっ

signific品tive)

還常の監査よりと

をえることができるとされる(~ 212. 02)。

限定調査の中心的な手続であるとされる

よぴ予測データまたは

データとの比較を行い，またはその聞の関係を

明らかにすること，②変動および趨勢

ること，および③これらの比較から明らかにな

よび分析することからつ

の集合体として理解されてい

るヘ分析的欝査による被監査企業の財務上主盗容

の状況およびその変動・趨勢の分析は，

うを役がさき議企業の経営!l)絞続性を擦なうような

るための一つの有力な

会計監査役にとっ

監斎金梁の経営の継続性を評価し，とく

手続の必要主にかかわる判断に有用な構報を提

供するものと られる。鍔えば，予潤成果許

しが仔われることにな

っているが，成条予淡の稼端な下方修:iE，

の減少または繋熔の著しい増加などの要問や上

期の予測と

れている困難な状況 ものとして重要な情

報を提供するかもしれないのである 6)。このと

き，会計段査役は，こうした調査の結果

いて警告手続を開始すべきか否かを検討するこ

とになろう。

会言十監査投の磯務において，経営の継続'1主は

る。一つは，

うに際して評価するこ類に対する

とを要請されているものであるということであ

る。他は，被監資企業の実質的な経営の継続性

を確保するために，ぞれを損なうような要因を

発見して警告を発することができるように，

査職務の全期間にわたって注意を払うべき対象

であるということであるo

警告手続は，会計援を資役が通常の職務の過程

で経営の継続笠 う恐れのある事実を発晃

した場合に実務されるのであり，そうした事実

を発見するための特別な瀦資計函の設定や手続

4) Compagnie Nationale des Commissaires aux 
Comptes， Examell Analytique (Collectioll Notes 
d' !nformatiο>ns No. 6) ，CNCC Edition， 1986， p.9. 
5) Ibid.， p. 13. 
6) CNCC(1996) ， op.cit.， p.4l. 
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の実施が求められているわけではない。しか

し，実際には，会計監査役は監査職務の全般に

わたって被監査企業の経営の継続性に注意を払

う必要がある。

そこで明らかになった事実が被監査企業の経

営の継続牲を損なうものであると認識される

と，会計監査役は直ちに経営状況の改善を経営

者に勧告することで経営危機を回避すべきであ

ると判断し，警告手続を開始するであろう。他

方，経営の継続性に関して不確実性が存在する

が警告手続を必要とするものではないと判断す

れば，年度計算書類における情報開示ならびに

それとの関連で監査報告書に所見が記載される

か，または評価結果が監査証明に反映されるこ

とになるであろう 7)。

3.警告手続の構造

1984年の商事会社法の改正によって導入され

た警告手続は，会計監査役だけではなく，株主，

従業員花表あるいは裁判所長などによっても開

始されることができる。しかし，会計監査役に

よる警告手続は，企業の経営危機回避手段とし

〈表-1>経営の継続性に関するリスク婆閣の例

く財務状態に関する要因〉

.{責務超過

・運転資本の不足
. ~当~資金の不足

てとくに重要視されており，その実施が義務づ

けられるものである 8)。

本節では，会計監査役による警告手続がどの

ような手順で実施されるのかについて見ること

にする。

すでに繰り返し指摘しているように，警告手

続は，年度計算書類の証明という会計監査役の

職務の過程で明らかになった事実に基づいて実

施される。逆の見方をすれば，会計監査役は，

通常の職務に当たって実施する手続の枠内で被

監査企業の経営の継続性を損なう恐れのあるリ

スク要因を識別できなければならないというこ

とになる 9)。こうして識別されたリスク要因

が，場合によっては監査証明に影響を与え，ま

たは警告手続の開始を要求するのである。

経営の継続性を損なう恐れのある事実を網羅

的に示すことは不可能である。しかし，とくに

重要なリスク要因で，会計監査役が経営の継続

性を評価する上で有用な事項を例示することが

できる(<表 1>)則。

こうした重要なリスク要因を参考にして，被

監査会業の経営の継続性を損なう恐れのある

突を識別した場合，会計監査役は回避すること

負債の東新不務または必要な追加資余の調途不能
.過大な認保要求

7) Ibid.， p.31 

'害援ま請にコストの高い資金調主主
.仕入党f議F目の欠虫日
重撃をな得意先の後援

i議燃の配当政策の荷主要詰または火鰯火t員時の両日長当
.綬営危機状援にある子会校の吸収

閉経営危機状態にある子会社への4思議E供与
.親会tf:による支援打ち切り決定

8) CNCC(l995) ， op. cit.， p.12. 

9) CNCC (1996)， op. cit.， p.43. 

なお，事ま去を報告擦における所Fもの記載ならびに除去長
誌明への影響については， ~機秘「ブランスの車窓議長線

合言撃の構i窓と分析Jr総務学研究](北海滋大学)幾
47幾多喜1.~手(1997若手)， 13明151'[， ならびにi問「ブヅ
ンスの余計数ま証役による継続1Î:':~住民主査をJ 1"経済宅金研

究H害総選喜多高2~ま (1998年)，41ω441'['i!:-季初日現されたい。 10) CNCC(l995) ， op陪cit.，pp. 100吋101.
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く後営活動に関する襲警箆〉

ー自己金敵能力の不足，経営損失

・重要な需主語。〉凝炎

・直接またはそ子会社を通じた3豪華惑な4叉入源の喪失
・いくつかのき事門における重量コたかっ継続釣な操業皮不足

.事ましい滋縦在庫

・2事業時的分聖子にかかわる喜善発能力の欠如
・ライセンス，フランチャイズ契約書事の授災

.三重要な原材料の納長室不能

く会計および財務的彩警撃をもっその飽の繋凶〉

.重大かっ以後約な社会的紛争

-生主義霊堂看護(J)者愛媛

ー蓮華警な得意先または仕入先との霊堂大な紛争あるいは相手留の、深刻な級協不安

.道室行中の法的手主義または以F自の結果
-害事浅草ままたは金襲撃による笈婆な契約の不緩行

・あるプロジェクトの成功への著しい依存・厳然災害警

215 (669) 

のできない義務として警警告手続を開始しなけれ

ばならない。ただし，ぞれに先立って，

緩和する事実が存在するかもしれないω。こう

を見逃したまま，不適切な警告手続を

ることは避けなければならない。査役は経営者と閣議することを議じて，識別し

た事実に関しでできる根り完全な情報を入手す

る必要がある(監査基準3352.05)。部えば， < 
-2>に示すような，リスク婆闘を相殺または

会計監査役が警告手続を関拾すると，年震計

算書類の夜明という通常の職務とは異なる次の

ような業務を行うことになる(3352.06) 0 

く若葉一2>リスク要毘をき議議愛あるいは緩和する家建築の叙i

〈財務状態に関する務綴〉

-不要な経営資援(J)1と却
-棚卸資夏草またはE議定資産の更新延員選(J)訂後性
.リースまたは3霊祭の利用
-特別J借入枠あるいはそ棄権買収業者の利震
. t義務返済期限の延期
• J悪災業主m!IJ米債務の業主義号
.配当の総淡または停止

-既存株主への文t菱重要旨育または新鋭浴室号畿の1:1:13;見
.投資助成金のき撃手等

〈経営活動に隠する事項〉

-経営損失の多量1:i原である活動部門の燦i上
.豪華持芸者または研究開発言雪の支出延期

・一殺を審理童書寄および在主主の泌総

-係数多重度の一時的な1&事事

・そ子会社などからの受奴配当金および券経常的収益の増加

.経営助成金の獲得

〈その他の事療〉

-倒産した得語まうもおよびそ士入うものillj惑なさ霊め合わせ
.殺しい千行機の獲得または新談員もの開発

11) Ibid.. pp. 101-102. 



216(670) 経済学研究

<図ー1>フランスの会計監査役による警告手続のプロセス
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-経営者およ よって に対す

る

ー手続期限の監事晃

よぴ連続的な調査手続の実施

-裁判所長への通知ないし報告

.警告手続特JJU報告書の作成

対象をとくに株式会社に限犯すると，

続は4つの段階からなる。そしてそれら

業側の対諮あるい

に応とて段階的

社法および、持適用令にしたがって，これらの段

階ごとに警告手続の手順を見る。なお，これらの

手)1邸主〈関… 1>のよう ことができる

(1)第 1

第1段結は，会計盟主張設が通常の職務の通整

した経営の継続牲を損なう恐れのある事

を，取締役社長(prむidentduむonseild' ad剛

ministration)に文書で報告することから絡ま

るG 報智子の際的は，将来の過しを含め

経営の状況について絞営者の注意を喚却するこ

とにある。取締投社設は会計監査設から報告を

受けた事実について文書で回答すふ豆、安がある

ため，第一段階の手続は，事実上，会計量奈役

が発見した事実に対する淑籍役社長への説明饗

もつことになるe この段階の手続は

内部警告的性格をもつものである

取締役社長は，経営危機を回避するためにど

のような対策会とったかを会計監査役に説明す

る必要がある。これを受けて，ぞれが経営状況

を改慈し，経営の継続性に関するリスク還さ闘を

殺り除くものであるかどうかの検証が符われる

とになる14)。

社長からの回答が会計監査役会納得させるに

卜分なものであれば，すなわち経営の継続性に

12) Ibid.， p.73. 
13) Ibid.， p.鈴.

14) Ibid.， p.26. 

対する会計臆査役の疑念が払拭されれば，

手続はここで終了するo取締役社長からの

がないか，回答の内容が十分なものではないと

判断怒れると，手続は第2段階へ移行する。

(2)第2段階

窓続投社長は，会計監査役からの情報を受け

取ってから 2週間以内に協議Lを行わなければな

らない{商事会社法修230-1条第2項)。この

期限内に回答がなされない場合，または副答は

なされたが，会計監査役がその内容を十分では

ないと判断した場合に第2段階の手続がとられ

ることになる o

の襲求は，@)苓がないこ

とを確認した後，または回答が不十分である場

合には司答受理後1選問弘内に行われるc 取締

役校長は，繋求受理後1i塁間以内に，

役によって指揚さ るた

めの取締役会(conseild' adrninis位必on)を招集

し，当該会議はその後l選潤以内に樹議きれな

ければならない(商事会社法適用令第251-1 条

第3項入会計監査役は，自らその会議に出席

する1ヘ
取締役会の議事録の写しが，取締役会開催後

1灘間以内に会計室主査役および企業委異会

(comit品d'entreprise)活}に送付きれなければな

らないc 会計毅査役は，議事銭を通じて，経営

機関が経営危機を回避するために講じる方策を

確認することができるα なお，会計監査役は，

取締役会の開催後夜ちにらおお del討入

判所長に対して警告手続を嬰始した皆令通知す

る(適毘令第251-1条第4項)。

会計監査投が，取締役会で決定された対策が

経営の継続性を維持するのにト分であると

15) Ibid.， p彊27‘
16)企業委員会については，野村健太郎?ブランス企芸能
会計j(中央経済投入1990年，455-456頁を参照され

たい。
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した場合には，警告手続はここで終了する。

(3)第3段階

会計監査役からの要求受理後l週間以内に取

締役会が招集されなかった場合，または2週間

以内に指摘された事実を審議するための取締役

会が開催されなかった場合，あるいは取締役会

によって対策が決定されたにもかかわらず，会

計監査役が依然として経営の継続性が損なわれ

る危険性が払拭されないと判断した場合には，

警告手続は第3段階に移る。

第lおよび2段階では，取締役社長および取

締役会という企業内部の経営機関に対して事実

を指摘し，説明ならびに対応を要求する内部警

告的意味をもっ手続が実施される。

これに対して第3段階の目的は，会計監査役

によって作成される警告手続特別報告書(rap-

port special d' alerte)によって，株主総会に対

して経営危機に関する情報を伝達し，対策を促

すことにある。この報告書は，議事録受領後2

週間以内に作成され，取締役社長に提出される

とともに，企業委員会に送付される(適用令第

251-1条第5項)。さらに，同報告書は，直近

の株主総会(assembl伝説neraledes action-

naires)に提出される(商事会社法第230-1条

第3項)。

特別報告書には，警告手続を開始するに至っ

た企業の状況および同報告書を作成しなければ

ならなくなった経緯などが記載される的。これ

に基づいて株主総会の場で株主による経営危機

回避のための対応策が協議され，決定されるこ

とになろう。会計監査役が，株主総会での決定

によって経営の継続性を損なう恐れのある事実

が取り除かれると考える場合には，警告手続は

終了する。しかし，それによっても依然として

経営の継続性が保証されえないと判断する場合

には，最終の第4段階の手続が実施される。

17) CNCC(l995)， op. cit. ， p.29. 

(4)第4段階

第4段階では，株主総会終了後直ちに，会計

監査役によって商事裁判所長に対して警告手続

の経過および結果が報告される(商事会社法第

230-1条第4項)。この報告をもって会計監査

役による警告手続は終了する。

以上で見たように，会計監査役による警告手

続は，経営の継続性について何らかの証明を行

おうというものではない。年度計算書類の証明

という通常の職務の過程で発見した事実に基づ

いて，文字通り経営危機回避のために企業に対

して警告を発し，適切な対応を促す手続として

理解されよう。

会計監査役は，被監査企業の経営危機を示す

事実を何も発見しなければ，警告手続を実施す

る義務はないと考えることができる O しかしな

がら，会計監査役は監査の全般にわたって被監

査企業の経営の継続性について留意することを

求められており，通常の職務の過程で経営危機

を示すような事実を発見できなければならない

ということもできる。

上に掲げたようなリスク要因を発見するこ

と，ならびにそうした要因を相殺・緩和する事

項を適確に把握することが，適切な警告手続の

実施に不可欠である。警告手続のために特別な

計画や手続を要しないということは，逆にいえ

ば，こうしたことが通常の職務の枠内で実施さ

れなければならないことを意味する。そしてそ

れは，年度計算書類によって提供される財務情

報の証明という観点だけではなく，経営実態に

対する判断にもかかわってくるのである。

4.会計監査役の職務と警告手続

前節では，会計監査役による警告手続の手順

を法令の規定に沿って概観した。そこから明ら

かなように，警告手続は本質的に内部警告的性

格をもつものである。それゆえ，実際にどのよ
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〈資料 1>ユー口トンネル株式会社に対する会計監査役の「警告手続特別報告著書J

警告手続特別報管

1995年lUi23お

警警告手続iこ関する1966若手7}l24日付法案撃の第230-1条を逮尽して，霊童んで孝李総務長会著書を後践する。

会計監査役としての機運警の絡内で，われわれは汲95年9}l118に望号訟の綴すぎの議室絞殺を績なう恐れがあると考えられる

次の事実を発見した。

約1王手の活動家縫に基づいてl事951'ド9JHこ作成された財務見返しは， もし何らのt督官襲もとられなければ，ユーロトンネ
J同士が近い将来に銀行後ま警に耐えられなくなち， したがって経常活動を継続可?きなくなるということを示している。

われわれは，費社の取締役社後に対して， 1995年9月14日付の受取通知機完投付議事長S鄭俊によって，これらの務吉区につい
ての説明を求めた。 1995年1O}l3 閃の悶答の中で，貴干土の取締役校長は，彼t'l~学の状況分析について述べ，さらにすでに

とられている対策ならびに検討苔れている姶援を明らかにした。 1995年lOJH3践のわれわれの求めに応じて，費社の毒文豪華

役会lま， 1995年11月108にさ強談状況についての答議を行ったa

費社の取締役社長および取豪華役会は，われわれに対して，ユーロトンネル殺が実在綴および祭実還の潟還に進1liiしているこ

とを碗らかにした。

安室長霊堂きさと経営の継続性

9 }l14日以来，Dette Juniortlフボj議文字よいの延期によって，さらには終震の灸イキを総fこすという条件付で追加的なCre-
dit Seniorを引き出すことを怒める特例をえることによって経営の議室絞牲を来最終してきた。この特例によって，次のこと

が可能になったと考えられる:

-経営収入によってまかなわれることがで、きない支出に対応すること

聞これによって，偶発的な事象を除いて，この特例期間である12ヵ月間は支払惨iと状態に目指らないこと

脳 6ヵ月から18ヵ月間に及ぶであろうひetteJuniorの利息支払い凍結期総の会般にわたって，経営活動を正常に継続す

ること

後期的な経営の継続性

主義主草委きな状況の改善;え次のようないくつかの婆滋の緩み会わせによってしか3義務されることは?きない:

怒号義務の手写祭主主:予3呈される綴3たは，若手くが主義務委建設に主主因している。 号月14認に関長会dオt，そのi習，銀行による鐙保
卒撃の行使を禁じるDetteJi出 iodこ対する約怠支払いの凍結期間中に，新たな資金銭発善意十i泌を設定する必要がある。銀

行との協議が療始されている o)寄付契約の条件によれば， 1996年3月14日までに，銀行シンジケート団に対して新た

な資会調達計画が提示きれなければならない

闘とくに次の者との負担分担による解決の検討・調資:

-i'i埼惨事手による決定との関係で鉄道立網

一引き渡しの遅れおよび車両の不具合に対するクレームとの関係でユ}ロトンネルの童話絞緩マあるTML

ーそして，とくに輸送サービスの俗惨維持を閥的としてフェリー会校を{優遇する愛別的な京極策をとる両国政府

ロトンネルの経営条件のま主事きとそれによるコストの軽減

ロトンネル社によって5主総および検討されているよ認の対策は，銀行』こ喜還しでは協議畿の対委員となち，その後のお望号
穏に喜還しでは検討の対象となる。

したがって，今8，爽を，ユ-rゴトンネ11.-与がま，ヰ3・主義務長号3こ経営の綾絞を事長吉正?きるような発事決策を見出していない。

パリ， 1き95若手llfl238

BEFFC榊Price百九laterhouse

G，Dantheny H. Toth 

KPMG Audit 

Fiduciaire de Fr剖lCe

C，Briol抗y
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うな事実に基づいて手続が開始され，取締役社

長および取締役会がどう対応したかを直接窺い

知ることは容易ではない。唯一分析の手がかり

を与えてくれるのが，警告手続特別報告書であ

る(もちろん，この報告書が作成される以前の

段階で手続が終了した場合には，外部からこれ

を分析することはますます困難になる)。

本節では，実際の警告手続特別報告書を手掛

かりにして，会計監査役による警告手続を分析

してみる。そして，これを通して警告手続の論

理および会計監査役の職務における同手続の位

置づけについて考えることにする。

ここで分析の対象とするのは，英仏海峡トン

ネル運営会社である「ユーロトンネル株式会

社J(Eurotunnel S. A.)に対して1995年に実施

された警告手続にかかわる特別報告書である

( <資料-1>)。

1995年11月23日付けで提出されている警告手

続特別報告書は，商事会社法 (1966年7月24日

付法律)に基づくものであることが明らかにさ

れている。

会計監査役は，まず 9月11日に同社の経営

の継続性を損なう恐れのある事実を発見したこ

とを告げている。その事実とは，財務見通しか

ら判断して，同社が近い将来に銀行からの借入

債務の負担に耐えられなくなって，経営活動を

継続できなくなる恐れがあるということであ

る。そして，この事実に関して 9月14日付け

で取締役社長当てに説明要求が出されたことが

わかる(第 l段階)。

これに対して，取締役社長は10月3日に回答

を示し，状況分析とすでにとられている対策お

よび検討されている措置について説明をしたと

される。しかしながら，会計監査役はこうした

説明内容を十分ではないと判断し， 10月13日に

取締役会の招集を要請した。 11月10日に取締役

会が開催され，会計監査役が指摘した事実につ

いての審議が行われた(第2段階)。

会計監査役は，取締役社長の説明および取締

役会の審議から，同社が経営の継続性を維持す

るためには，長期的にも短期的にもいくつかの

重大な問題を抱えていることが明らかになった

と判断したようである。特別報告書において，

短期および長期に分けて具体的な問題点が明ら

かにされている。そしてその上で，同社が実施

した対策および検討している措置は，銀行その

他の出資者との協議・検討を必要とするもので

あり，同社の中・長期的な経営の継続性を保証

しうるものではないとの結論を導き出してい

る。それゆえに，株主総会に宛ててこの警告手

続特別報告書が提出されなければならなかった

のである(第3段階)。

この報告書を受けて行われたであろう株主総

会での審議結果に対して，会計監査役がどのよ

うな判断を下したか，すなわち第4段階の手続

(商事裁判所長への報告)が実施されたか否か

は明らかではない。しかし，翌1996年の同社の

年度計算書類に対する会計監査役の監査証明

は，経営の継続性に対する未確定事項の存在を

理由とする限定付き証明(ce吋主cationavec re-

serve)であった。この事実から推測するに，同

社の経営の継続性が依然として保証されるには

至っていないことが窺われるO

その後， 1997年の株主総会において同社の再

建策が承認されたとの報道がなされた則。さら

に， 1997年の年度計算書類に対する監査報告書

においては，経営の継続性について依然として

未確定事項が存在することに変わりはないが，

その取り扱いが限定付き証明から監査証明に影

響を与えない所見(observation)へと変更されて

いる則。こうした状況から判断すると，同社の

経営の継続性に関しては，徐々に状況が改善さ

れてきているようにも見受けられる。

こうした事実を見ると，会計監査役の警告手

続が，経営者に対して状況改善を強く迫り，株

主に対しては不利な条件を含んでいたともいわ

18) r日本経済新聞j1997年7月19日付朝刊。
19)監査報告書における所見の意義，取り扱い等につい

ては，前掲拙稿(1997年).13-15頁ならびに21】23

頁を参照されたい。
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れる再建策却)を承認させるのに効果があったよ

うにも思われる。警告手続は，ユーロトンネル

杜が存続能力を回復するのに一定の役割を果た

したと考えられるのである。

すでに繰り返し指摘しているように，警告手

続の出発点は，会計監査役が年度計算書類の証

明という通常の職務の過程で発見した被監査企

業の経営の継続性を損なう恐れのある事実であ

る。ここで分析した事例においては，銀行から

の借入債務に対する負担が経営破綻を招く危険

性である。通常の職務の枠内では，会計監査役

は当該事実が年度計算書類において適切に表示

されているか否かを検証し，その結果を監査証

明に反映させるかまたは所見という形で伝達す

ることになる。

ところが，こうした事実の存在が財務情報と

して適切に表示されていたとしても，その事実

自体を放置すると被監査企業の実質的な経営の

継続性が損なわれる危険性が大きいと判断すれ

ば，会計監査役は警告手続を開始することにな

る。この場合，多額の債務負担に対して何らか

の対応策が講じられなければ経営破綻につなが

るとの判断があるのだから，状況の改善という

事実を要求する手続が実施されることになる。

それが，取締役社長に対する説明要求であり，

取締役会や株主総会での審議要求である。

会計監査役は，こうした要求に対する回答を

評価し，その有効性について判断を下しながら

警告手続を進めることになる。各段階ごとに説

明を求める相手の判断や行為を評価し，必要に

応じて結果を伝達しながら次の段階へと進んで

行く。このように考えると，警告手続は，段階

ごとに実施される実態監査的な手続の集合体と

して理解することができそうである。

実態監査2刊ま，情報監査辺)とは異なり，監査

20)前掲『日本経済新聞』記事。

主題の立証を意図するものではなく，不当ある

いは違法な判断または行為を発見した場合にこ

れを指摘するというものである。警告手続にお

いて，会計監査役が発見した事実に対して十分

な説明ないし対応策の提示を受ければ，それ以

降の手続を実施せずその段階で手続が終了する

ということは，指摘すべき事実が存在しなけれ

ばその旨だけが伝えられる実態監査の論理却に

相通じるものがあるようにも思われる。

警告手続を実態監査と捉えるならば，フラン

スの会計監査役監査は，年度計算書類の証明と

いう情報監査と警告手続という実態監査を，経

営の継続性という共通項によって融合した構造

をもっということができるかもしれない。

5.むすびにかえて

フランスの会計監査役による警告手続

は， 1970年代の石油危機にともなう企業倒産の

多発と大量の失業者の発生を受けて，企業の経

営破綻を未然に防止するための仕組みとして制

定されたものである制。それゆえ，その目的は，

被監査企業の経営の継続性について証明を行う

とか，あるいは何らかの意見を表明するいうこ

21)実態監査とは，シンボ、ルとしての情報の背後にある

行為(業務)の内容，根拠，かかる行為が行われた
状況等を調べることによって，当該行為が妥当なも
のであるか，法令をはじめとする各種規範(自律的
規範も含む)に準拠したものであるのか，さらには
かかる行為が効率的になされていたかどうかについ

て，換言すれば，人間の行為や判断そのものの適否
について意見を表明することを目的とする監査の態
様であると定義づけられる(鳥羽至英「実態監査理

論序説一「業務」概念との訣別JDrCPAジャーナ
ルjNo. 485， 1995年，49頁)。
22)情報監査とは，立言(言明や陳述)の内容・根拠を証
拠づけることによって，当該陳述が信頼できるもの
であるか，あるいは妥当であるかについて，意見を
表明することを目的とする監査の態様であると定義

される(鳥羽，同上論文，49頁)。
23)鳥羽至英「実態監査理論序説一実態監査の理論構造

-J r会計J第148巻第6号，1995年，69頁。
24) Jacques POTDEVIN， Le Commissaire a山

Comptes， DALLOZ， 1996， p.222. 
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とではなく，むしろ悪化した経営状況を改善す

るように勧告し，企業倒産を未然に防止するこ

とであると見ることができる。

この意味において，警告手続は会計監査役の

通常の職務である年度計算書類の監査証明とは

やや性格を異にするものであることがわかる。

しかしながら，その出発点が通常の監査職務に

あり，また，手続には実態監査的な面が見られ

る。このため，会計監査役の職務を情報監査と

実態監査を融合した監査形態と捉え，その中に

警告手続を位置づけることができるかもしれな

しミ。

とはいうものの，警告手続は監査の枠組みを

超える論理や性格を併せもつようにも思われる

ことから，これを監査として捉えることにはや

や抵抗がないわけではない。それゆえ，本小稿

の一応の結論としては，警告手続を通常の監査

職務と密接なかかわりをもちながらも，監査の

枠をやや超える延長線上に位置する会計監査役

の一つの職務として理解しておきたいと思う。

〔付記〕本小稿は，平成10年度科学研究費補助金(奨励

研究(A)10730062)による研究成果の一部である。
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